フランスの(同性婚を承認する)2013年5月17日の法律について by 田中 通裕 & Michihiro Tanaka
Ⅰ は じ め に
フランスでは, 2013年５月17日に, ｢同性の者のカップルに婚姻を開く




た国となった｡ ヨーロッパでは, オランダ (2001年４月１日の法律), ベ









田 中 通 裕
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(１) 2013年法を紹介する邦文献としては, すでに以下のものが公表されて
いる｡ 林瑞枝 ｢フランスも同性婚を承認へ―2013年５月17日法｣ 時の法令
1934号44頁以下 (2013年), 服部有希 ｢フランスの同性婚法｣ 外国の立法
258号22頁以下 (2013年), 齊藤笑美子 ｢すべての人のための婚姻―同性婚
の合法化｣ 論究ジュリ８号94頁以下 (2014年), 力丸祥子 ｢フランスの
｢すべての者のための婚姻に関する法律｣ 制定による同性婚合法化とその
問題点｣ 新報121巻 5＝6 号43頁以下 (2014年)｡ 法案をめぐる新聞・雑誌
での賛成派・反対派の主張を紹介するものとして, 浅野素女『同性婚, あ
域 (身分証書, 氏, 養子, 親権に関する規定など) にも及んでいる｡
本稿は, 2013年法の内容を明らかにするとともに, その意義を考察す
ることを目的とする｡ 同性カップルの法的保護をめぐっては, 1999年に
｢民事連帯協約｣ (pacte civil de 	
―以下, ｢PACS｣ と略す) 制度
が創設されたように近年大きく進展したが, この点を含め2013年法に至
るまでの法的状況を整理した上 [Ⅱ (一)], 婚姻法を中心に本法の内容を
概観する [Ⅱ (二)]｡ また, 同性カップルは親となること, ないしは二人
で子を育成・養育することを望むことも多く, そのための試みもなされて









































年) 参照｡ 2004年頃までの, ヨーロッパにおける同性カップルの法的保護
の現状については, 渡邉泰彦 ｢ヨーロッパにおける同性カップルの法的保






(engendrer) ことを意味し, 後者は ｢子の世話を引き受け, 子を保護・育









(propos de 	de la 
Chambre civile du 24 
2006), D. 2006, p 876. 白須真理子 ｢フランス




は若干のとまどいを覚えながらも, ｢同性親｣ と訳した｡ 服部・前掲23頁
いて, 本法に至るまでの法的状況を判例を中心にして整理した上 [Ⅲ
(一)], 本法によって大きく進展した同性カップルによる養子縁組をめぐ
る問題状況を明らかにする [Ⅲ (二)]｡ その後に, 本法のもつ意義, 問題
点などについて若干の考察を行うことにする [Ⅳ]｡ しかしながら, 本法
をめぐる論点は, ｢婚姻｣ とは, ｢親子｣ とは, ひいては ｢家族｣ とは何か
という根本的問いかけを含むものであり, 本法の評価については法律学の
みならず, 社会・人文科学や自然科学の幅広い知見が求められるところで
ある｡ 筆者の能力の限界から, 本稿では, 本法を素材としてこのような本
質的問題の解明の糸口を提供するにとどめざるをえなかった｡
なお, 筆者は本誌に ｢注釈・フランス家族法 (１)～(16・完)｣ (本誌61
巻３号～66巻３号) を連載してきた｡ しかし, 2013年法による民法典の
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では, ｢同性愛者による子の養育｣, 浅野・前掲書52頁, 105頁では, ｢同性
親家庭｣, ｢同性どうしが親となって家庭をつくること｣ と訳されている｡
(４) ナポレオン法典144条は, ｢満18歳前の男, 満15歳前の女は, 婚姻を締
結することができない｣ と規定する｡ また, 同75条は, 身分吏が各当事者
からそれぞれ ｢夫となり妻となることを欲する申述を受ける｣ と規定する｡









(２) 1999年法は, 民法典第１編に ｢民事連帯協約及び内縁｣ (Du pacte
civil de 	
et du concubinage) と表題づけられた第12章 (現行規定
では第13章) を新設し, ①新たに ｢民事連帯協約｣ (pacte civil de
	
―以下, ｢PACS｣ と略す) 制度を創設するとともに, ② ｢内縁｣
(concubinage) の定義について規定を置いた｡
PACSは, ｢異性であれ同性であれ, 二人の成年の自然人によって, 共
同生活を組織するために締結される契約である｣ (515条の１―PACSの成
立には共同の届出が必要であることについては515条の３参照) と定義さ
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(６) 1999年法までの法状況については, 大村敦志 ｢性転換・同性愛と民法
(上)｣ ジュリ1080号71頁以下 (1995年) 参照｡










｡ しかし, 1999年法は, 内縁の定義を,
｢内縁は, 異性であれ同性であれ, カップルとして生活する二人の者の間
で, 安定及び継続の性質を表す共同生活によって特徴づけられる事実上の






た) とともに, 同性の内縁を承認したが, 同性愛者のすべてを満足させる







Ｘ・Ｙ (ともに男性) の婚姻公告がなされたが, Bordeauxの検察官によっ
て, 性の同一性を理由に異議が申し立てられた｡ この異議にもかかわらず,
町長は二人を挙式させ, 婚姻証書を作成した｡ しかし, 2004年６
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(９) Soc. 11 juill. 1989, JCP 1990. II. 21553 ; Civ. 3, 17 déc. 1997, D. 1998. 111.
拙稿・前掲192頁参照｡
(10) 1999年法は, 内縁の効果については規定を置いていない｡ 内縁の効果
については, 拙稿・前掲192頁以下参照｡
(11) Bull. civ. I, 2007, n113 ; D. 2007. 1389, rapp. G. Pluyette, note. E.
Agostini.
破毀院は, 次のように述べて, 上告を棄却した｡ ｢フランスの法律に従
えば, 婚姻は一人の男と一人の女の結合である｡ この原則は, 欧州人権条
約 (Convention des droits de l’homme) および欧州連合基本
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(12) 上告人は, 控訴院判決の欧州人権条約８条, 12条, 14条違反, 欧州連
合基本権憲章９条違反を主張する｡
欧州人権条約８条 (｢私生活および家族生活が尊重される権利｣) は,
｢全ての者は, その私生活, 家族生活, 住居および通信の尊重を受ける権
利を有する｣ (１項－２項は省略), 同12条 (｢婚姻の権利｣) は, ｢婚姻す
ることができる年齢の男女は, 権利の行使を規律する国内法に従って, 婚
姻しかつ家族をもうける権利を有する｣, 同14条 (｢差別の禁止｣) は, ｢こ
の条約に定める権利および自由の享有は, 性, 人種, 皮膚の色, 言語, 宗
教, 政治的意見その他の意見, 国民的もしくは社会的出身, 国内少数者集
団への所属, 財産, 出生または他の地位等いかなる理由による差別もなし
に, 保障される｣ と規定する｡






28 janv. 2011, 201092 QPC, consid. 9.









(４) こうして, 同性婚の承認は, 立法による解決に委ねられることになっ
論
説
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(14) JCP 2010, n41, 1013 obs. H. Fulchiron ; RTDC. 2010. 738, obs. J.-P.
	
P. Courbe et A. Gouttenoire, Droit de la famille, 2013, n98.







州人権裁判所判決 (CEDH 25 mars 1992, D. 1993. 101) によるフランスに
対する非難を受けて, 1992年12月11日の大法廷判決 (Cass. ass.	11

1992, JCP 1993. II. 21991) によって一定の条件のもとにそれを肯定す
る形で判例を変更するに至った｡
②については, 2002年７月11日の欧州人権裁判所判決 (CEDH 11 juill.




とになる), 種々の解決方法が提示された｡ 例えば, 性転換者の配偶者に,
人の ｢本質的資質についての錯誤｣ (erreur sur les essentielles)
があったとして婚姻無効を請求する [民法典180条参照―拙稿 ｢注釈・フ
ランス家族法 (１)｣ 関学61巻３号270頁以下 (2010年) 参照] ことを認め




た｡ そして, 	Hollande大統領の選挙公約に従い, 同性婚を承認







(Ａ) とその効果 (Ｂ) に分けて概観する｡

































第143条 (2013年５月17日の法律第404号) 婚姻は, 異なる性の又
は同一の性の二人の者によって締結される｡
第144条 (2013年５月17日の法律第404号) 婚姻は, 満18歳の前に
は, 締結することができない｡
第162条 (1914年７月１日の法律, 1975年７月11日の法律第617号,
2005年７月４日のオルドナンス第759号) 婚姻は, 傍系においては, 兄
弟と姉妹の間 (2013年５月17日の法律第404号) ≪, 兄弟の間及び姉妹
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ことは明らかである｡ 次いで, より形式的なものではあるが, 第144条の










第163条 (2013年５月17日の法律第404号) 婚姻は, おじとめい又
はおい, 及びおばとおい又はめいの間で禁止される｡
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(17) また, 第164条第３号は, 本法によって, ｢おじとめい, おばとおいの




したがって, 夫婦間に生じる相互の義務, 夫婦財産制, 相続権, 婚姻の解
















た (後掲・判例②参照)｡ ときには, カップルの各々が人工授精で子を儲
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(18) 新法は, 夫婦の氏について次のように規定する民法典225条の１を新
設している｡ ｢夫婦の各々は, 使用の資格で, 取替えによって又はその者
が選択する順序でのその固有の氏への付加によって, 他方配偶者の氏を称
することができる｣｡ その他, 本法により, 民法典第１編第５章 ｢婚姻｣
第２節の２ ｢フランス人の外国での婚姻｣ に171条の９が, 第４節の２
｢法律の抵触の規則｣ に202条の１, 202条の２が新設された｡
() 申立ても登場した｡ 第２に, カップルの間での親権の委譲 (	

) が可能かも争われることになった (後掲・判例③④参照)｡ 以下
では, ｢養子縁組｣ による方法 [(２)] と ｢親権の委譲｣ による方法 [(３)]
に分けて, 2013年法に至るまでの法的状況を整理しておきたい｡
(２) () フランスの養子制度には, 実方との関係を断絶させる ｢完全
養子｣ (adoption 	) 制度と実方との関係を断絶させない ｢単純養子｣
(adoption simple) 制度の２つがあり, そのそれぞれについて, 夫婦共同
で請求される ｢夫婦縁組｣ (adoption conjugale) と個人によって単独で請
求される ｢個人縁組｣ (adoption individuelle) が存在する
(19)
｡ 夫婦縁組につ
いては, 婚姻しているカップルしか請求できず (民法典343条, 361条参
照), 内縁や PACSのカップルは請求できない｡ したがって, (2013年法
まで婚姻を禁止されていた) 同性のカップルによる夫婦縁組は認められな
かった｡





求めた事件 (｢対フランス｣ 事件) において, 同裁判所は, 2002年




しながら, 同裁判所は, 2008年１月22日の決定では, (女性と安定的な関
係にある) 女性教師が認可を拒否された事件 (｢E. B. 対フランス｣ 事件)
論
説
法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 27(27)
(19) フランス養子法について詳しくは, 拙稿 ｢注釈・フランス家族法 (13)｣
















[事実の概要―第１事件] ｢Ｘ (女)・Ｙ (女) は, 長年の共同生活の後,
2000年３月30日に PACS を締結した｡ Ｙは2001年９月12日に二人の子
(双子) を産んだ｡ Ｙはその子を認知したが, 父子関係は確立していない｡
Ｙは, その二子とＸとの単純養子縁組に同意した｡ Ｘは, その養子縁組を
拒否した原審の Paris控訴院判決を不服として, 上告した｡｣
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(22) CEDH, 22 janvier 2008, JCP 2008. II. 10071 ; D. 2008. 2038.
(23) 完全養子縁組の場合には, 同性カップルの一方との親子関係が切断さ
れることがその利用の障害となる｡ もっとも, ｢配偶者｣ の連れ子の場合
には, 民法典356条２項により例外的にその親子関係が存続することにな
るが, 同性パートナーは ｢配偶者｣ ではないので同項は適用されない｡
(24) Bull. civ. I, 2007, n70 et 71 ; D. 2007, 1047, note D. Vigneau ; D. 2007,
AJ. 721, obs. C. Delaporte-Carre ; JCP 2007. II. 10068, note C. Neirinck.
控訴院判決を破毀したのである｡
破毀院の判断の根拠は, ①子の生物学上の母の相手女性は ｢配偶者｣ で
はない｡ したがって, 単純養子縁組は子を養育することを続けたい母から
親権を奪い, 養母にそれを移転するという結果を導く, ②生物学上の母が
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(25) ｢親権の委譲｣ は, 親権行使の全部又は一部を第三者 (個人・施設)
へ移転する制度である (民法典377条)｡ 親権の委譲には, いわゆる ｢任意
的委譲｣ (	
		
) と ｢強制的委譲｣ (	
	) が
存在する (民法典377条１項は前者, ２項は後者に関して規定する―任意
的委譲では, 状況がそれを要求する場合に, 父母の請求に基づき, 親権の
行使が個人・施設に委譲される｡ 親権行使の全部の委譲のみならず, 一部
の委譲も可能である)｡





年法は, 委譲者が被委譲者と親権行使を分担する形態 [分担委譲 (
	







[事実の概要] ｢Ｘ (女)・Ｙ (女) は, 1989年から生活を共にし, 1999
年12月28日に PACSを締結した｡ Ｘは, 二子Ａ (1999年５月12日生まれ)・
Ｂ (2002年３月19日生まれ) の母であり, Ａ・Ｂについてその父子関係
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親権委譲について詳しくは, 拙著『親権法の歴史と課題』(信山社,
1993年), 拙稿 ｢注釈・フランス家族法 (16・完)｣ 関学66巻３号125頁以
下 (2015年) を参照されたい｡







[事実の概要] ｢Ｘ (女)・Ｙ (女) は, 1989年から生活を共にし, 2002
年５月21日に PACSを締結した｡ 1998年10月５日にＸはＡ (女) を産み






担することを認めた｡ しかし, Douai控訴院は, 親権の委譲はそれが必要
不可欠で, 子の利益に応えるものでなければならない (本事案にはそのよ
うな事情はない) として, 原審判決を取り消した｡ そこで, Ｘ・Ｙが上告｡｣












参照)｡ 一方で, ｢(本件のような) 父子関係の不存在, 偶発的な出来事の
可能性, 職業的理由での不在といった状況が, 親権委譲の措置を要求する
ために十分な状況と考えられうるとするのは疑問である｣ との批判もあっ
た (D. Vigneau. op.cit., p 899)｡
(28) Bull. civ., I, n158 ; JCP, 2010, II, 994, note A. Gouttenoire.

















(１) 2013年法は, 養子法にも大きな影響を与えた｡ 前述したように,
本法成立までは, 同性カップルは婚姻ができないため, (完全養子, 単純
養子いずれについても) 婚姻が要求される (民法典343条, 361条) ｢夫婦
縁組｣ を請求することはできなかった｡ また, 同性カップルの一方による
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(30) A. Gouttenoire, Coup 	
	
partage de l’exercice de
	
parentale, JCP 2010. 994.
(31) P. Malaurie et H. Fulchiron, La famille, 2011, n1425.
2013年法は, このような状況を一変することになった｡ 本法により同
性カップルの婚姻が可能になったため, 同性カップルが ｢夫婦縁組｣ 請求








８章 ｢養親子関係｣ に属する条文が改正されることはなかったが, 2013
年法による同性婚の承認の結果として, 同性カップルの養子縁組をめぐる
状況が大きく変化することになったといえよう｡
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第345条の１は配偶者の子の完全養子縁組が認められる場合を規定する
が, 2013年法はその一つに補充的ケースを追加して配偶者の子の完全養






項の ｢詐欺｣ に該当することが明文化された｡ すでに2008年11月５日の





































② (2013年５月17日の法律第404号) ≪第371条の４に基づき, 家族事
件裁判官によって決定された, 養子縁組された子と第三者の関係の維
持の裁判所での隠蔽は, 第一項の意味での詐欺を構成する｡≫
第360条 ③ (2013年５月17日の法律第404号) ≪以前に一人の者の
みによって, 単純の形式であれ完全の形式であれ, 養子縁組された子
は, その者の配偶者によって, 単純の形式で, 再度養子縁組されう
る｡≫
(①, ②, ④は省略)
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(１) 近年, フランスの家族は大きく変動しており, 家族形態の多様化
も顕著である｡ ｢婚姻に基づく嫡出家族 (famille 		
) の時代は過ぎ
去った｡ 今や, 種々のタイプの家族が併存している｡ 婚姻に結びついた家
族, 婚姻外の家族, 単親家族 (famille monoparentale), 複合家族 (famille

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(33) Laurence Mauger - Vielpeau et Jean - Manuel Larralde, Les interdits
relatifs la famille homosexuelle, in Les grandes décisions du droit des
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なり, このような保護も拡大していった｡ 同性カップルの保護についても,









取することは不可能でない｡ 婚姻は, 伝統的に, 妻の産んだ子を夫に結び
つけ (嫡出推定), 家族を形成する役割を果たす制度であったが, 同性カッ










｣ との指摘がある｡ また, 同性婚の承認のために上述した
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(３) 今後検討されるべき課題も少なくない｡ まず, 本法は, 婚姻法の
解釈論・立法論上の問題に影響を及ぼすように思われる｡ 本法は, 性的
｢他性｣ () の要件を撤廃し, 婚姻における生殖機能を消滅させた




｡ 婚姻の効果としての, 生活共同の義務 (民法典215条)












養子法に関しても, 次のような指摘がなされえよう｡ 本法によって, 立
法者は養子縁組の性質を変容させた｡ 養子縁組はこれまで生殖による親子
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